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論文内容の要旨
本博士論文の目的は日本の近代化と宣教師の関係を、一八七五(明治八)年九月に来日した米国長老
教会 (The Presbyterian Church in the U.S.A.) 宣教師 W ・インブリー (William Imbrie，l845-1928) お
よび彼の周辺に位置する宣教師の活動を通じて、政治外交面から考察することであり、幕末期も含め明
治初年から日本の近代化が達成されたとされる日露戦争の終結時までを対象とする。
一八五八(安政五)年に締結された日米修好通商条約の第八条(1)を根拠に、翌年から来日し始めた
アメリカ人プロテスタント宣教師たちは、幕末・明治初年の日本において、切支丹禁制によって日本人
への直接伝道が許されなかったことから、次善の策として母国語の英語を武器に、英学塾の開設あるい
は公私の学校のお雇い教師となって、日本人青少年に聖書を教材の一部に使用して西洋科学を教えると
いう、教育を手段とした伝道方法を取った。やがて、彼らによる教育活動は明治維新を経て文明開化、
欧化主義の日本社会に受け入れられて、ミッション(外国教会宣教師団)経営の学校へと発展し、その
後も社会的摩擦を経験しながらも、多くの学校が日本の近代化という国家プロジェクトの一翼を担って
重要な役割を演じていった。その結果、日本のプロテスタント史における宣教師に対する評価あるいは
関心は、直接伝道の領域を除いて、従来、彼らの業績がはっきりしている教育分野およびその周辺の文
化方面の働きに集中する傾向にあった (2)。そのため、来日宣教師たちが奔走した日本における「信教
の自由」および「キリスト教の公認」の実現と、それに伴って生じる既存宗教や政府の宗教政策との車し
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際等に関する検討は、煩頭、な政治外交上の問題を紐解く必要があることから、積極的に取り組むことが
敬遠されてきたように感じられる。
しかし、この政治とキリスト教を巡る問題は、明治政府にとって政治外交上の至上課題であった条約
改正の実現のために推し進められた日本の近代化、つまり民法、刑法および商法等の近代的法典の編纂
や裁判所制度の整備、更には「信教の自由」ゃ「内地雑居」等と密接に関係するものであり、プロテス
タント宣教師たちがいかにこの問題に対応して行ったかを解明することは、日本のプロテスタント史は
もちろん、明治期政治外交史においても新しい知見として不可欠な作業と言えよう。
本博士論文は、こうした視点のもとにインブリーおよびその周辺のプロテスタント宣教師たちによる
政治外交上の活動を検証し、彼らの行動が日本の近代化にどう関わりを持ち、そしてどのような影響を
及ぼしたのかを考察した。その結果として、彼らの活動は当初から日本の条約改正問題と深くかかわり、
加えて彼らの活動は駐日アメリカ公使の協力のもと、多くの場合外交圧力を伴う政治行動となったこと
を明らかにした。
明治も中期を過ぎて、それまでキリスト教にとって追い風であった欧化主義は条約改正交渉の頓挫と
ともに退潮し、政府による天皇主権国家体制(教育勅語体制)が確立されて行く中で、国民一般に排外
思想、や国粋主義が台頭し、同時に西欧思想、の根源と見倣されていたキリスト教に対し、「忠君愛国」に
対峠するものとして反発が強まり、「内村鑑三不敬事件J (一八九一年)等の影響を受け、プロテスタン
ト・キリスト教は全くの不振に陥って行った。本博士論文は、こうした日本の政治社会情勢下、在日プ
ロテスタント宣教師および日本人キリスト者の指導者たちが教会を維持し信徒を増やして行くために
は、天皇主権国家イデオロギーの枠組みの中で、キリスト教の発展を図らざるを得ないことを自覚させ
られ、日清戦争、特に日露戦争を契機として政府の国家政策に妥協的、協力的姿勢を示すようになって
行くその変容過程を明らかにした。
さらに、本論文は、日本の近代化が進められて行く中で、プロテスタント宣教師による政治外交上の
活動を考察することによって、条約改正問題、改正条約実施に伴う諸問題および日露戦争等のそれぞれ
の近代化過程において、彼らの関わりと影響が小さくなかったこと、中でもインブリーの役割が大き
かったことを明らかにしたが、この点は新たな成果である。
二研究の動向との関連
現在の日本のプロテスタント史研究において、宣教師に関する研究は今なお学問領域として確立され
ていない。しかし、特定の宣教師については「伝記」ゃ「小伝J と言った形で明治・大正期から研究は
行われて来た。中でも E.W ・グリフイス (3) の宣教師三部作である、『フルベッキj (一九00年)、『ブ
ラウンj (一九O二年)および『ヘボンj (一九一三年)の各伝記は英文ではあるが、同時代人の描いた
プロテスタント宣教師の先駆的かつ本格的な伝記として評価されている。ただし、研究文献として見た
場合、これらの著作は小説風叙述が散在し、また年代記述も唆昧なところがあり、特に出典が明記され
ていないなど不備な点が指摘される。
宣教師に関して実証的検討をもとに論じられたのは、戦前期の佐波亘編『植村正久と其の時代』全六
巻(教文館、一九三八年)および小沢三郎『幕末明治耶蘇教史研究j (亜細亜書房、一九四四年)を嘱
矢とする。両書とも「宣教師」の研究書ではないが、佐波はカトリックおよび正教を含む各宗派の初期
来日宣教師の事績に言及し、小沢は中国在留プロテスタント宣教師に着目し彼らの日本への影響を考察
している。その研究姿勢は共に当時の新聞・雑誌記事等の史料の渉猟を行い実証に徹している。戦後は
小沢三郎『日本プロテスタント史研究j (東海大学出版会、一九六四年)における宣教師列伝、高谷道
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男編訳『ヘボン書簡集j (岩波書店、一九五九年)および同 rs. R ・ブラウン書簡集j (日本基督教団
出版局、一九六五年)等が出版された。特に高谷の著作は在外史料の発掘による宣教師直筆の本国宛て
報告書の翻訳という画期的なものであり、宣教師研究を一挙に進展させ、またその後の研究方法にも大
きな影響を与えた。本論文も高谷の研究方法に倣うものである。
その後、個々の宣教師の研究は盛んに行われ、すでに一定の研究史の蓄積が見られる (4)。しかし、
その研究の対象は前節で触れた通り、教育、医療や社会事業といった文化方面の活動に関するものが中
心であり、そこでは新たな資料に基づく詳細の解明においては深化が認められるが、研究の視座として
は従来とあまり変わっていない。こうした近年の研究動向の中で、大江満『宣教師ウィリアムズの伝道
と生涯一幕末・明治米国聖公会の軌跡-j (万水書房、二000年)は、幕末から明治初年の切支丹禁
制に対し、その撤廃を求めるウィリアムズの政治行動に着目した考察が見られ、プロテスタント宣教師
と近代日本の政治外交の関係を検討した、数少ない研究のーっとして挙げられる。
本博士論文は、日本の近代化と宣教師の関係を政治外交面から考察するという、先行研究のほとんど
ない研究領域を扱うことから、各章ごとの「先行研究批判」は必要としない。しかし、先行研究に触れ
た章として、第五章の「一八九O(明治二三)年インブリ一事件」、第七章の「明治三二年文部省訓令
第一二号と外国ミッションの対応」および第一O章の「日露戦争時の宗教問題と宣教師」の各章におい
ては、それぞれ従来の学説ないしは通説への批判を試みその誤謬について論じた。中でも第七章は学界
でも一定の評価を得ている、久木幸男「訓令一二号の思想と現実(ー)、(二)J a横浜国立大学教育紀
要J 第一三集、第一四集、一九七三年、一九七四年)が、当時の史料上の制約はあるものの宣教師の活
動に関し検証作業を行わないまま、結論を導き出している点を指摘し、全章にわたって久木論文への批
判を骨子として論じた。
三各章の概要
本博士論文は序章と終章を除いて~O章から構成される。各章の概要は以下の通りである。
0第一章 インブリーの来日まで
本章は第三章以降でインブリーの活動を考察する前提として、インブリーの人間形成の過程を検証した。
インブリ一家はチュ一トン族を祖先とし、五世紀以降欧州大陸からスコットランドに民族移動した
Amalrich 一族に属していた。一七世紀初めにはインブリー姓が公文書で確認され、これによって一族
が各地で役人、牧師、教師さらに商人等の職業に就いていたことがわかる。本章ではこうしたインブリ一
家の系譜を辿り、インブリー自身の生い立ち、南北戦争、プリンストン大学卒業後の実業界への就職そ
して教職者への転身、プリンストン神学校を経て牧師となり、米国長老教会海外伝道局から選ばれて日
本派遣宣教師に任命されるまでの軌跡を描いた。特にインブリーの直系の祖先は、一九世紀初頭にス
コットランドからアメリカに移住したが、それ以前から代々教職者を輩出し、インブリー自身「自分の
家柄は在る意味において日本の士族の家柄のようなものである。それ故に自分は日本の士族に対して大
いに同情するところがある J と、会津藩出身の同労者井深梶之助に語っているが、インブリーが自身の
出自に特別な意義を感じていたその家系と生まれを明らかにした。
0第二章 日本の開国と米国長老教会宣教師の来日
一八五九年に来日した初代プロテスタント宣教師たちは、切支丹禁制下日本人への直接伝道が出来な
いことから、英学塾や公私の学校のお雇い教師となって、日本人青少年に時には聖書を教材の一部に使
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用して西洋科学を教えるという、教育を手段とした伝道方法を取った。一方で、幕府および新政府のキ
リスト教禁教政策の変換を求める政治活動を続けて行った。アメリカ監督教会(聖公会)の宣教師 C.M.
ウィリアムズは、一八六六年にアメリカに一時帰国した際、 A. ジョンソン大統領およびシワード国務長
官と直接面談し、キリシタン禁令の撤廃を幕府当局に働き掛けるよう請願の行動を取った。米国長老教
会宣教師タムソンは横浜の英字新聞に日本の信教の自由を訴え、更に一八六九年六月一七日付けで同教
会宣教師ヘボン、カロザースとともに三名の連名で、本国海外伝道局経由アメリカ政府に対して、日本政
府の禁教政策を変えるよう訴える長文の声明書を発信した。一八七一年一一月(明治四年一0月)、岩倉
使節団が米欧回覧に出発する半年前、タムソンは十三大藩海外視察団の通訳兼コンダクターとしてアメ
リカおよび欧州を訪ねた際、各国の福音同盟会へ立ち寄り日本の信教の自由実現の協力を要請した。
タムソンのこの訴えは追って来訪して来た岩倉使節団に対し、各国の政府から信教の自由は条約改正
の一条件であるとの意志となって示され、一八七三(明治六)年二月二四日の切支丹禁制の高札撤去に
つながる大きな働きとなった。本章では彼らの切支丹禁制の高札撤去に至る具体的な政治行動について、
検証し考察を加えた。
0第三章 インブリーの来日と米国長老教会在日ミッションの再構築
本章はインブリーが一八七五(明治八)年に来日し、宣教師として在日ミッションの再構築に努力を
傾注した約一五年間の活動について論じた。インブリーは来日後短期間に在日ミッションの立て直しを
実現し、二年後には米国長老教会、米国オランダ改革教会およびスコットランド一致長老教会の三つの
在日長老主義教会の合同を成立させ、日本人教会としての日本基督一致教会(一八九O年に日本基督教
会と改称)および同教会の教職者を養成する東京一致神学校の創立に中心となって働いた。インブリー
はその後も東京聖書翻訳委員会の設立、在京外国人教会(東京ユニオン・チャーチ)牧師、日本の条約
改正につき駐日アメリカ公使と会談、日本組合基督教会(アメリカン・ボード系)との合同委員および
同合併草案作成委員長等自派在日ミッションの枠を超えて、日本のプロテスタント教界全体にわたる仕
事にもリーダーシップを発揮したが、インブリーがやがて政府および各省庁等とキリスト教を巡る政治
外交問題に対応して行くことになる源泉、つまりこうした彼の伝道活動における行政手腕が、広く他教
派宣教師および日本人キリスト者の指導者たちの信頼を得て、やがて彼が在日プロテスタント各教派宣
教師の代表的立場(スポークスマン)となって行く過程を、彼の来日以降の伝道活動を辿り明らかにした。
0第四章 ノルマントン号事件とインブリー
井上馨外務大臣が条約改正に奔走中の一八八六(明治一九)年一O月二四日、イギリス貨客船ノルマ
ントン号が、紀州沖で暴風に遭い座礁し沈没した際、イギリス人乗組員三O名全員がボートで脱出し救
助される一方で、乗客の日本人二五名は全員溺死するという痛ましい事故が起きた。一一月五日のイギ
リス神戸領事による海難審判で、船長ドレークの無過失が判定されると、領事裁判権(治外法権)がも
たらしたものとして国民の激昂を招き、マスコミもこぞ、って「領事裁判権」の撤廃を求める記事を掲載
した。福津諭吉は自ら主宰する『時事新報』紙に欧米人の人種差別思想を弾劾する記事を発表し、日頃
隣人愛を説く在日プロテスタント宣教師に審判の結果をどう思うかと見解を求めた。
この福津の問いかけに対しインブリーは在京プロテスタント宣教師九O余名を代表して、
「神戸領事の海難審判は審議不十分で、あり、船長に過失ありとする世論に在日宣教師も同意している。
現在、再審聞が行われているので、その裁判結果を見守りたい」と紙上に回答を寄せ、同時に在京宣教
師の聞に義損金を募り、六一円を集めて遺族へ贈り哀悼の意を示した。本章はこの宣教師の対応がキリ
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スト教倫理観に基づくものであると同時に、条約改正交渉の行き詰まり感とともに国民の間で沸き起
こった排外思想への反発をかわす、政治的な意図も働いていたことを指摘した。
0第五章 一八九o (明治二三)年インブリー事件
一八九O(明治二三)年五月一七日、第一高等中学校(以下一高)グランドで明治学院と一高の間で
行われたベースボールの試合において、開始時間に遅れて応援に駆け付けたインブリーが神聖なグランド
に閣入したとして、一高生に重傷を負わされる事件が起きた。英字紙および邦字紙ともに大騒ぎとなり、
外交問題必至の情勢となった。本章では背景として井上外務大臣による条約改正交渉の失敗を受け、鹿
鳴館に象徴される欧化主義政策に対する反動として、日本社会全体が国粋主義思想、に傾斜を強め、条約
締結国である欧米人に対する排外的風潮とともに、欧米文化の根源と看倣されていたキリスト教に対する
反発が重なって発生した事件であることを論じた。特に一高を舞台にしたこの「事件」は、翌年の「内村
鑑三不敬事件」との関連において、当時の木下広次校長による自治寮創設期の校風および岡田良平や北
条時敬等の国家主義支持派教師による生徒への影響が多分にあったことを指摘した。さらに「事件J が
国際政治問題化必至の中で、インブリーの政治的判断によって未然に収まったその理由を明らかにした。
0第六章 日清戦争前後とインブリー
インブリーは一八七五(明治八)年九月に来日以来一八年間、日本における伝道事業に奉仕し、来日
後程なく日本基督一致教会(一八九O年に日本基督教会と改称)の設立を果たし、同時に日本人教職者
養成のために東京一致神学校を創立した。その後も財政問題等多くの困難を乗り越えて一八八六(明治
一九)年、明治学院の創立を実現に導いた。しかし、インブリーは日本社会の国家主義化が進む中、宣
教師と日本人キリスト者間の心情も変わってきていることから、今後の教勢拡張は日本人キリスト者自
らが行うべきと考え、これに二人の息子の教育という理由も重なって、日本での奉仕にピリオドを打っ
て本国に帰国することを決意した。一八九三(明治二六)年四月二九日、一家四人は横浜の港を後にし
た。本章ではインブリーの帰国の理由について検討をおこなった。
日本基督教会および明治学院はインブリーの存在の大きさに改めて気が付き、直ちに再来日を要請し
たが、彼は子供の教育を理由にこれに応じなかった。インブリーは帰国後三年が経過した頃再び来日の
意志を示し、その一年後の一八九七(明治三0) 年六月一四日、夫妻で横浜に到着した。
0第七章 明治三二年文部省訓令一二号と外国ミッションの対応
日清「戦後経営」の政治課題の一つに改正条約の実施準備があった。政府は一八九六(明治二九)年
一一月一二日、内務大臣樺山資紀を委員長とする条約実施準備委員会を設置し、改正条約実施の一八九
九(明治三二)年七月(および八月)に向けて法制の整備を開始した。その後、内務省をはじめ各省庁
は法令の制定、改廃を本格化していったが、その中に内地雑居に伴うキリスト教対策を織り込んだ宗教
関連の法令が幾っか含まれていた。その代表の一つに文部省に関係する私立学校令・明治三二年文部省
訓令一二号(以下、訓令一二号)があった。
一八九九年四月に聞かれた第三国高等教育会議に、普通教育における宗教教育禁止条項が含まれた私
立学校令案が諮詞されると、文部省認可の尋常中学校を経営していたプロテスタント系の諸外国ミッ
ションは、政府の対応を監視するため特別委員会を立ち上げ、さらに活動部隊としてインブリーを代表
とする学校委員会を組織した。同委員会は早速、米、英両国公使の協力を得て、外交圧力のもと憲法で
保障された「信教の自由」を根拠に、政府・文部省に対して宗教教育禁止条項の撤廃運動を展開した。
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その結果、勅令の私立学校令は外交を配慮して宗教教育禁止条項を削除の上公布されたが、同条項は文
部省訓令として形を変えて発令され、実質勅令の私立学校令と変わらぬ効力を保持したため、法令の規
定下にあったプロテスタント系中学校は大きな打撃を蒙ることになった。しかし、宣教師たちは宗教教
育禁止条項を勅令から訓令にヲ|き下げたことは、今後、訓令であれば法的な手続きを踏むことなく、文
部省の裁量によって適用の緩和が期待でき、更なる交渉によっては事態の好転が可能であると考えた。
実際、彼らはこの認識のもと日本人キリスト教指導者および引き続き米、英両国公使の協力を得て、訓
令一二号の寛容な運用を求めて、樺山資紀文部大臣をはじめ文部省幹部および東京府幹部、加えて人脈
を通じて大隈重信、伊藤博文そして総理大臣の山県有朋等、時の最高権力者たちとの会見を実現し、積
極的かつ粘り強い交渉を続けていった。そして、その運動は徐々に「文部省の裁量」を引き出すことに
成功し、法令の規定から外れて各種学校となっていた明治学院、青山学院、同志社等の中学部門は、各
種学校として宗教教育を実施しながら、認可校時代に得ていた徴兵猶予、判任官採用、上級学校への進
学資格および上級学校への無試験入学指定校の特権を逐次回復していった。
従来、私立学校令・訓令一二号に関する研究は、主として教育史、キリスト教史および当事者である
プロテスタント系諸学校の学校史等で検討が行われ、すでに研究史としての蓄積がみられるが、外国
ミッション(宣教師)や外国公使等による私立学校令案および訓令一二号に対する協働の活動について
は、史料上の制約もあってほとんど研究されずにきた。その結果、彼らの活動が確認されないまま、プ
ロテスタント系諸学校に対する訓令一二号の適用緩和が、彼らの運動と関わりなく文部省によって独自
の判断のもと行われたとする説が定説化してしまった。
本章ではこの定説に疑問を呈し、インブリーの活動を検証し、実際には外国ミッションと外国公使等
による執搬な運動が、平等条約国となったばかりの日本政府・文部省に外交圧力となり、プロテスタン
ト系諸学校に対する訓令一二号の適用緩和の方針決定に大きな影響を与えたことを指摘した。
0第八章 改正条約実施と外国ミッションの対応
一八九四(明治二七)年七月一六日、英国ロンドンにおいて第二次伊藤内閣(陸奥宗光外相)のもと、
青木周蔵駐英公使と英外相キンバレーとの間で日英通商航海条約が締結された。この条約は外国人の国
内自由居住(内地雑居)と引き換えに、領事裁判権(治外法権)が撤廃された官民念願の最初の改正条
約であった。その後、各国との間で同様の条約改正が行なわれ、一八九九(明治三二)年七月一七日(フ
ランスとオーストリー・ハンガリーは八月四日)に新条約実施となり、同日全国の外国人居留地が日本
に返還されることとなった。
政府は条約改正実施に伴い法制の整備を進めたが、キリスト教と関わりの深かった勅令の私立学校令
や文部省訓令第一二号に見られるような官による許可主義は、新条約実施一年前に施行された民法に
よって可能になったといえる。そして、私立学校は民法および私立学校令にしたがって、法人組織によ
る経営が義務付けられた。その結果、外国ミッションによって経営されてきた多くのキリスト教主義学
校では、在日ミッションからの基本財産の譲渡(移転登記)を必要としたが、そのためにはまず財産を
保有する外国ミッションの法人化が求められた。米国長老教会在日ミッションは直ちに社団法人化の準
備を始め、代表にインブリーを選ぴ内務省との接触を開始した。
本章では、従来キリスト教史の分野でもほとんど関心の持たれてこなかった、改正条約実施時の在日
外国ミッションの法人化について、米国長老教会を事例にインブリーと内務省の幹部官僚との交渉過程
を検証し、改正条約実施時に政府(内務省)がキリスト教に示した政策の一端を明らかにした。
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0第九章 改正条約実施と外国ミッションの財産移転問題
一九0ー(明治三四)年一一月八日、インブリ一等の奔走の結果、内務省は「在日本プレスピテリア
ン宣教師社団J (以下社団)の設立を許可した。これを受けて社団は「定款」に従って、「財産ノ所有又
ノ\処置」を図ることとした。社団は日本各地にある在日米国長老教会ミッション所有の不動産の調査か
らはじめることとなり、社団の理事とりわけ理事長となったインブリーには地道かつ正確な作業が求め
られた。また、これらの財産は、アメリカの敬慶な長老教会信徒による献金によって得られたものであ
り、インブリーはこの点に最大の留意を示し、その社団への移転は最小限の犠牲(費用)で行われるこ
とが使命であるとの決意で望んだ。
本章では、改正条約実施に伴う在日ミッション保有財産の社団への移転過程を、インブリーの本国海
外伝道局宛報告書に拠って明らかにし、さらに交渉相手となった行政側の司法省、裁判所および東京府
等がどのようにキリスト教の「法人」に対応したかを検証し、司法省を始め地方行政庁のキリスト教政
策の一端を明らかにした。
0第一0章 日露戦争時の宗教問題と宣教師
日露紛争に際しロシアは「黄禍論J を外交手段のーっとして利用し、「白哲人と黄色人」および「キ
リスト教徒と異教徒」聞の戦争として大陸欧州に喧伝し、連合新十字軍の結成を呼びかけていた。また、
アメリカの知識層もロシアとの歴史上友好的な繋がりから、キリスト教国ロシアに同情を示す傾向が見
られた。
日本政府はこのロシアの人種・宗教戦争論の攻撃に対し、日露戦争を「文明化された立憲君主制民主
国家日本」対「未聞の専制独裁国家ロシアJ の文明戦争論に置き換え、この方針に基づいて欧米に向け
て宣伝外交を展開していった。政府はまず開戦後間もなく末松謙澄と金子堅太郎をそれぞれ英国と米国
に特派し、両国民に日露開戦に至った責任がロシアにあることを周知させること、さらに恐黄熱(黄禍
論)の再発を予防すること等を指示し具体策を講じていった。また日本が近代的文明国家であることを
対外的に示すため国際法の遵守を掲げ、戦地部隊に国際法の専門家の配置を行い、一方囲内に向かつて
は在日ロシア人やロシア正教徒の保護を目的とする一連の関係法令を発した。同時に桂首相は「キリス
ト教徒と異教徒」問題に対応するため、国内の宗教界に挙国一致の協力を求めた。
これに対し神道界や仏教界のみならず、日本人キリスト者および在日プロテスタント宣教師も積極的
に協力した。日本基督教青年会委員長、青山学院長の本多庸ーは、「征露論」を主張し、教会機関紙を
はじめ礼拝説教、地方遊説、朝鮮訪問等あらゆる機会に信徒に向かつて戦争協力を訴えた。インブリー
は桂首相から会談の申し出を受けるとこれに応じ、桂首相が述べるところの黄禍論に対する反対意見、
特に日本には信教の自由を調った憲法があることを欧米人に伝える役割を引き受けた。彼は桂首相との
会談内容を四千字の英文リポートにまとめ、これを桂の校閲を得た上で英米の有力紙に投稿した。早速
英紙の「スペクテイター」がこの記事を掲載し、その後「タイムス」やドイツ紙および米紙の「ニュー
ヨーク・タイムス」ほか東部の一二紙にも記事が掲載され、桂首相の意図するところがインブリーに
よって欧米各国に伝えられた。
インブリーはまた一九O四(明治三七)年五月に桂首相の要請で開催された、「大日本宗教家大会」
でも在日外国人を代表して祝辞を述べ、その中で日本の信教の自由について触れ、信教の自由が憲法で
保障された権利であることを強調した。翌日の『国民新聞』は日露戦争における日本の正当性をアメリ
カ人が認めたことの意義を読者に訴えた。その後、インブリーは桂首相と会談した時に結んだ、直接ア
メリカのクリスチャンに日本の信教の自由を伝えるという約束を果たすため、アメリカに一時帰国して
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プリンストン神学校ほか東部各地で講演し、桂首相の言葉を引用して日本の立場を説いて回った。イン
ブリーのこうした民間外交は、政府特使の金子堅太郎の官による宣伝外交を補い、日本政府にとって相
乗効果をもたらすものであった。
本章では、従来注目されることが少なかった日露戦争時の宗教問題が実際には、日本政府にとって第
一に解決すべき戦時課題の一つであり、これに日本人キリスト者およびプロテスタント宣教師が積極的
に協力したことは、ロシアの掲げる「キリスト教徒と異教徒」問の宗教戦争論を否定し、さらに国内の
宗教界の挙国一致体制を実現する上で、少なからぬ役割を果たしたことを指摘した。またプロテスタン
ト宣教師も含めて日本のプロテスタント教界が全面的に戦争協力を進めた理由として、明治二O(一八
八七)年以降条約改正交渉の失敗と関連し、排外思想、と国粋主義の台頭により、キリスト教(外教)が
反国家的とされ教勢が長く停滞していたため、こうした風潮を打破し戦時における政府への協力姿勢を
示し、これを機会に信者の増加を図ろうとする政治的ねらいがあったことを論じた。結果としては信徒
増には大きな成果は見られなかったが、キリスト教を外国の宗教と看倣す従来の国民意識の払拭には、
大きな成果が得られたことを述べた。
以上のように本博士論文は、従来の研究において注目されることの少なかった、日本の近代化とプロ
テスタント宣教師の政治外交面における関わりについて、米国長老教会来日宣教師インブリーの活動を
中心に辿り考察を加えて、いわば日本のプロテスタント史を縦糸とし、条約改正に伴う明治期政治外交
史を横糸として、両者の関係を明らかにしたものである。その結果は、第一節の本博士論文の概要で述
べた通りである。
注
(1)日米修好通商条約第八条は次の通りである。
日本に在る亜米利加人自ら其国の宗j去を念し礼拝堂を居留場の内に置も障りなし並に其建物を破壊
し亜米利加人宗法を自ら念するを妨る事なし亜米利加人日本人の堂宮を致傷する事なく又決して日
本神仏の礼拝を妨け神体仏像を致る事あるへからす双方の人民互に宗旨に付ての争論あるへからす
日本長崎役所に於て踏絵の仕来は既に廃せり
(2) プロテスタント宣教師の先行研究で実績のある同志社大学人文科学研究所の最近の研究論文集『ア
メリカン・ボード宣教師j (教文館、二00四年)においても、宣教師を「文化的エージェント」
と位置付け、教育、医療、看護、西洋音楽等の文化活動分野について検討を行っている。
(3) William Eliot Griffis, 1843-1928. 一八七一年福井藩お雇い理学教師として来日し二年後に大学南校
の教師となり、一八七四年にアメリカに帰国した。その後、牧師を経て著述家となった。『皇国』
の著者として知られる。
(4) アメリカ人プロテスタント宣教師研究の書誌として、東京女子大学比較文化研究所編『アメリカに
よる東アジア伝道書誌j (東京女子大学、二00四年)がある。
成稿一覧
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-838-
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o I明治三二年文部省訓令第一二号と外国ミッションの対応一米国長老教会宣教師 w. インブリーの
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リスト教史学会『キリスト教史学J 第六O集、二00六年七月
o I明治三二年改正条約実施と外国ミッションの財産移転問題一米国長老教会ミッションを事例として-J
キリスト教史学会『キリスト教史学』第六一集、二00七年七月
o I 日露戦争時の宗教問題と宣教師一桂首相と宣教師 W ・インブリーの関係を中心にして一」 東北史
学会『歴史』第一O六輯、二00六年四月
論文審査結果の要旨
本論文は、 w. インブリーを中心にしたアメリカ人プロテスタント宣教師たちの政治外交上の活動を
明らかにし、明治期日本の近代化過程における布教環境との関係を検討したものである。
序章では、日本のプロテスタント史と宣教師に関する先行研究を概観した上で、論者の研究視角と課
題を提示する。第 l 章「インブリーの来日まで」では、インブリ一家の家系とインブリーの成長過程を
追っている。第 2 章「日本の開国と米国長老教会宣教師の来日 J では、米国長老教会の日本伝道の開始
からインブリーの来日までを辿る。第 3 章「インブリーの来日と米国長老教会在日ミッションの再構築」
では、来日したインブリーがその行政的手腕から在日各派宣教師の代表的な立場になっていく過程を明
らかにしている。第 4 章「ノルマントン号事件とインブリー」では、インブリーが日本人の立場を理解
し、早期の条約改正に動いていたことを明らかにした。第 5 章「一八九O(明治二三)年インブリ一事
件」は、第一高等中学校と明治学院の野球の試合中にインブリーが受けた暴行事件を国家主義思想、の広
まりの中に位置づけ、早期収束の意義を検討している。第 6 章「日清戦争前後とインブリー」は、イン
ブリーが帰米したときに社会問題となった「日本の花嫁事件」との関係を取り上げている。
第 7 章「明治三二年文部省訓令第一二号と外国ミッションの対応」は、条約改正実施に伴う政府のキ
リスト教抑制策として宗教教育禁止をうたった訓令第12号に対して、インブリーらが外交圧力を背景
に、政府高官との政治交渉を通じて、キリスト教側の要望を実現する過程を明らかにした。第 8 章「改
正条約実施と外国ミッションの対応」と第 9 章「改正条約実施と外国ミッションの財産移転問題」は、
条約改正後の在日ミッションの社団法人化および本国教会所有財産の移転登記手続きについてミインブ
リーらと内務省、司法省の幹部との交渉過程を解明した。第10章「日露戦争時の宗教問題と宣教師」で
は、在日英米人宣教師が日本における「信教の自由J を主張してロシアが唱える宗教戦争を否定したこ
と、特にインブリーは桂太郎首相と面談し、帰米して日本の立場を説いてまわるなど、積極的な戦争協
力を行ったことを明らかにした。終章では、本論文の成果をまとめている。
これまで宣教師に関する研究は、伝道や教育文化の分野に集中していたが、これに対して本論文では、
近代天皇制国家のもとでキリスト教を公認・発展させるために、日本政府に対して、キリスト教教育禁
止問題などでは外交的圧力を行使して譲歩を引き出す一方で、条約改正や日露戦争では積極的に協力す
るなど、宣教師の政治外交面での多様な活動を、外交史料や海外の教会史料等を駆使して、新たに描き
出している。その成果は日本近現代史研究の発展に寄与するところ大であるといえる。よって本論文提
出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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